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（ピンク色）

目標未達成
（9年連続）

【令和7年度の目標値】
５６７件

（対前年比；１２．1％以上の減少）

減少傾向を維持し、５００件台

① 松山第１４次労働災害防止推進計画における労働災害の推移
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1.  主要業種別転倒災害発生状況の推移

①転倒災害防止-１
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12.６％の減少！！
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2.  年齢階層別転倒災害発生状況の推移

①転倒災害防止-２
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①転倒災害防止-３

職場のあんぜんサイト
転倒災害防止
専用サイト
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①転倒災害防止-４
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詳細は特設ページで

確認ください。

②高年齢労働者の安全と健康確保対策

NEW
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③労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律の概要

多様な人材が安全に、かつ安心して働き続けられる職場環境の整備を推進するため、個人事業者等に対する安全衛生対策の推進、職場の
メンタルヘルス対策の推進、化学物質による健康障害防止対策等の推進、機械等による労働災害の防止の促進等、高年齢労働者の労働災害
防止の推進等の措置を講ずる。

１．個人事業者等に対する安全衛生対策の推進【労働安全衛生法】

既存の労働災害防止対策に個人事業者等も取り込み、労働者のみならず個人事業者等による災害の防止を図るため、
① 注文者等が講ずべき措置（個人事業者等を含む作業従事者の混在作業による災害防止対策の強化など）を定め、併せてILO第155号条
約（職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する条約）の履行に必要な整備を行う。

② 個人事業者等自身が講ずべき措置（安全衛生教育の受講等）や業務上災害の報告制度等を定める。

２．職場のメンタルヘルス対策の推進【労働安全衛生法】

  ○ ストレスチェックについて、現在当分の間努力義務となっている労働者数50人未満の事業場についても実施を義務とする。
その際、50人未満の事業場の負担等に配慮し、施行までの十分な準備期間を確保する。

３．化学物質による健康障害防止対策等の推進【労働安全衛生法、作業環境測定法】

① 化学物質の譲渡等実施者による危険性・有害性情報の通知義務違反に罰則を設ける。
② 化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の有害性の低い物質に限り、代替化学名等の通知を認める。
なお、代替を認める対象は成分名に限ることとし、人体に及ぼす作用や応急の措置等は対象としない。

③ 個人ばく露測定について、作業環境測定の一つとして位置付け、作業環境測定士等による適切な実施の担保を図る。

４．機械等による労働災害の防止の促進等【労働安全衛生法】

① ボイラー、クレーン等に係る製造許可の一部（設計審査）や製造時等検査について、民間の登録機関が実施できる範囲を拡大する。
② 登録機関や検査業者の適正な業務実施のため、不正への対処や欠格要件を強化し、検査基準への遵守義務を課す。

５．高齢者の労働災害防止の推進【労働安全衛生法】

○ 高年齢労働者の労働災害防止に必要な措置の実施を事業者の努力義務とし、国が当該措置に関する指針を公表することとする。 等

令和８年４月１日（ただし、１①の一部は公布日、４②は令和８年１月１日、３③は令和８年10月１日、１②の一部は令和９年１月１日、
１①及び②の一部は令和９年４月１日、 ２は公布後３年以内に政令で定める日、 ３①は公布後５年以内に政令で定める日）

改正の趣旨

施行期日

改正の概要

このほか、平成26年改正法において改正を行った労働安全衛生法第53条について、規定の修正を行う。
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④安全衛生対策について個別に相談したいときは
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⑤新たな化学物質規制の相談窓口
QR

委託事業場HP
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⑥産業保健（健康診断・ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策等）について相談したいときは

愛媛産業保健
総合支援センターHP
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⑦安全衛生管理計画書の提出について（依頼）

★様式掲載のURL：https://jsite.mhlw.go.jp/ehime-roudoukyoku
/hourei_seido_tetsuzuki/anzen_eisei/anzen_eisei_yousikikankei.html

様式掲載ページへ

令和７年７月３１日までに松山監督署まで提出をお願いします。
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「労働安全衛生法等の法令で規制されていない
＝安全」ではない

「労働災害が発生していない＝安全」ではない

⇒安全かどうかは、
リスクアセスメントの結果で判断する！

その「リスクアセスメント」とは、
リスクの大きさが許容可能か否か（安全か危険か）を判断すること

⇒言い換えれば、
リスクアセスメントをしなければ安全かどうかが判断できない。

リスクアセスメントは
安全衛生活動の重要ツール

まとめ①
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安全は、もともと「ある」ものではなく、
人が「作り上げる」ものである。

「安全は当たり前」な状態でなく、
危険が「普通」で、安全は「特殊」と考えるべき

そうであるならば、

まとめ②

安全・安心な職場づくりには「安全衛生活動」が重要！



ご静聴ありがとうございました。

真の『安全』を目指すために、
『災害ゼロ』から『危険ゼロ』
の取り組みをお願いします。

安全衛生活動の定着に近道はありません！

コツコツと日々の安全衛生活動を継続して習慣化することが重要です。
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